
(証券コード1994)
2020年３月12日

株 主 各 位
東京都中央区日本橋本町一丁目５番４号

高橋カーテンウォール工業株式会社
取締役社長 高 橋 武 治

　

第55期定時株主総会招集ご通知
　

拝啓 平素は格別のご高配を賜り、厚く御礼申し上げます。
　さて、当社第55期定時株主総会を下記のとおり開催いたしますので、ご
出席下さいますようご通知申し上げます。
　なお、当日ご出席願えない場合は、書面により議決権を行使することができますの

で、お手数ながら後記の株主総会参考書類をご検討のうえ、同封の議決権行使書用紙

に議案に対する賛否をご表示いただき、2020年３月26日（木曜日）午後５時30分まで

に到着するようご返送下さいますようお願い申し上げます。

敬 具
　

記
　

１. 日 時 2020年３月27日（金曜日）午前11時 （受付開始：午前10時）

２. 場 所 東京都中央区日本橋本町三丁目４番18号

　昭和薬貿ビル（２階）

３．会議の目的事項

報 告 事 項　１. 第55期（2019年１月１日から2019年12月31日まで）事業報告、

連結計算書類ならびに会計監査人および監査役会の連結計算書

類監査結果報告の件

　２. 第55期（2019年１月１日から2019年12月31日まで）計算書類報

告の件

決 議 事 項

　第１号議案 剰余金の処分の件

　第２号議案 取締役３名選任の件

　第３号議案 退任取締役に対し退職慰労金贈呈の件
以 上

〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰

◎当日ご出席の際は、お手数ながら同封の議決権行使書用紙を会場にご提出下さいま
すようお願い申し上げます。

◎株主総会参考書類ならびに事業報告、計算書類および連結計算書類に修正が生じた
場合には、インターネット上の当社ウェブサイト（http://www.t-cw.co.jp）に掲載
させていただきます。
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添付書類

事 業 報 告

（2019年１月１日から
2019年12月31日まで）

１．企業集団の現況に関する事項

　(1) 事業の経過及びその成果

　当連結会計年度における日本の経済は、企業収益は引き続き好調で雇用・所得

環境が底堅く推移するなど緩やかな景気の回復基調が持続いたしました。しかし

ながら、台風や豪雨による甚大な被害のダメージや消費税引き上げによる個人消

費への影響が懸念されるところであり、海外においては、新型コロナウイルスの

世界経済への影響、米中を中心とした通商問題、中国経済の減速、英国ＥＵ離脱

問題等、今後我が国経済に悪影響を及ぼしかねない要因も多く、先行き不透明な

状況が続いております。

　このような状況の下、当建設業界におきましては、オリンピック関連の大型建

設プロジェクトが次々と佳境に入るとともに、さまざまな都心部大型開発プロジ

ェクトも並行して進行する等引き続き活況を呈しております。そうした中、人手

不足で輸送費は高止まり、建設技能労働者の減少・高齢化は深刻な問題として、

各社、人材確保に懸命な努力を続けています。

　ＰＣカーテンウォール業界では取付工事が順調に進み、当期に売上のピークを

迎えましたが、生産量は年後半から下降傾向に転じております。当社においても、

前期より工場フル稼働状態が続いておりましたが、８月以降年末にかけて生産量

は急激に減少しております。来期も工場の低稼働率は続くものの、緩やかな上昇

に転じる見込みです。

　プールを手掛けるアクア事業では、主力である学校やスポーツクラブに加え、

ＰＣカーテンウォール事業で関わった都市型高級ホテルのプール等の工事拡大を

図っております。

　この結果、当連結会計年度における当社企業グループの業績は、売上高167億65

百万円（前連結会計年度比155.2％増）、営業利益25億22百万円（前連結会計年度

比209.1％増）、経常利益26億５百万円（前連結会計年度比189.4％増）、親会社株

主に帰属する当期純利益12億42百万円（前連結会計年度比73.7％増）となりまし

た。

　なお、受注高は89億72百万円（前連結会計年度比16.7％減）であり、受注残高

は112億７百万円（前連結会計年度比41.0％減）となりました。
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　(2) 設備投資の状況

　当連結会計年度中に実施いたしました企業集団の設備投資の総額は３億25百万

円であります。

　このうち主なものは、ＰＣカーテンウォール事業における滋賀工場クレーン設

置工事51百万円であります。

　

　(3) 資金調達の状況

　当連結会計年度において、所要運転資金の増加に対応するために５億50百万円

の長期借入金を調達しました。

　

　(4) 対処すべき課題

　今後の日本の経済は、企業収益や雇用環境は引き続き改善し、景気は緩やかな

がらも回復が続くものと思われます。しかしながら、新型コロナウイルスの世界

経済への影響や米国の政策動向、中国経済及び新興国経済の減速懸念など、依然

として先行きに不透明感が残されています。

　建設業界では、従事者の高齢化、若年層のホワイトカラー志向の高まりで、人

手不足が顕著になってきており、技術の継承がままならなくなってきています。

　ＰＣカーテンウォール業界でも高齢化が進んでおり、業界の将来が懸念されて

います。幸い当社は安定して新卒、中途を採用できているので、しっかり人材を

育成し、顧客の期待に応え続けられるような体制をつくります。

　また、日射を遮る庇（ひさし）形状のＰＣ版や、デザインや表現の自由度の高

さ、海外の技術などを適切にＰＲして、採用面積の増加に努める所存です。

　アクア事業においては、縮小傾向にあるマーケットですが、ベテランの再雇用

や端境期のＰＣ事業人材の活用により、営業力を上げて、受注拡大を目指します。

　2020年度は、厳しい経営環境ではありますが、安心して働ける環境を整え、人

材を充実させ、提案営業を強化することによって、「全従業員の物心両面の幸福を

追求し、社会の進歩・発展に貢献する」という理念を追求する所存であります。
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　(5) 財産及び損益の状況

期 別

区 分

第 52 期
(2016年12月期)

第 53 期
(2017年12月期)

第 54 期
(2018年12月期)

第 55 期
(2019年12月期)
(当連結会計年度)

受 注 高(千円) 8,994,917 10,696,805 10,771,976 8,972,045

売 上 高(千円) 7,801,682 7,763,399 6,568,403 16,765,720

受 注 残 高(千円) 11,863,848 14,797,255 19,000,827 11,207,152

経 常 利 益(千円) 1,204,293 1,259,154 900,444 2,605,662

親会社株主に帰属する
当 期 純 利 益

(千円) 1,527,562 771,076 715,187 1,242,595

１株当たり当期純利益 (円) 172.34 88.27 81.87 142.25

総 資 産(千円) 11,274,955 11,790,948 14,556,344 14,569,779

純 資 産(千円) 6,825,628 7,433,648 7,967,490 8,996,005

１株当たり純資産 (円) 781.39 850.99 912.11 1,029.86

(注) １．１株当たり当期純利益は期中平均発行済株式総数から期中平均自己株式数を控除した株式
数を用いて算定しております。

２．当連結会計年度の状況につきましては、前記「(1) 事業の経過及びその成果」に記載のと
おりであります。

　

　(6) 重要な親会社及び子会社の状況

　 ① 親会社との関係

　 該当事項はありません。

　 ② 重要な子会社の状況

会 社 名 資 本 金
当 社 の
出 資 比 率

主 要 な 事 業 内 容

㈱タカハシテクノ 100,000千円 100％ 不 動 産 賃 貸 事 業

　

　 ③ 事業年度末日における特定完全子会社の状況

　 該当事項はありません。
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　(7) 主要な事業内容（2019年12月31日現在）

ＰＣカーテンウォール事業 プレキャストコンクリートカーテンウォールの設計・製造・施工

ア ク ア 事 業 水施設・水空間・水環境の企画・提案・設計・施工

　(8) 主要な営業所及び工場（2019年12月31日現在）

当 社
本社：東京都中央区
大阪支店：大阪府大阪市北区
工場：結城（茨城県）、つくば（茨城県）、下館（茨城県）、滋賀（滋賀県）

株式会社タカハシテクノ
（子 会 社）

本社：東京都中央区
大阪支店：大阪府大阪市北区

　

　(9) 使用人の状況（2019年12月31日現在）

　 ① 企業集団の使用人の状況

使 用 人 数 前 連 結 会 計 年 度 末 比 増 減

　 181名 　 3名増

(注) 使用人数には、臨時従業員（臨時社員及びパート社員）は含めておりません。

　 ② 当社の使用人の状況

使 用 人 数 前事業年度末比増減 平 均 年 齢 平 均 勤 続 年 数

　 181名 　 3名増 　 41.0歳 　 12.2年

(注) 使用人数には、臨時従業員（臨時社員及びパート社員）は含めておりません。

　

(10) 主要な借入先の状況（2019年12月31日現在）

借 入 先 借 入 金 残 高

㈱ み ず ほ 銀 行 730,000千円

㈱ 三 井 住 友 銀 行 343,000千円

㈱ 三 菱 Ｕ Ｆ Ｊ 銀 行 104,000千円

　

(11) その他企業集団の現況に関する重要な事項

　特記すべき重要な事項はありません。
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２．会社の株式に関する事項（2019年12月31日現在）

　(1) 発行可能株式総数 36,500,000株

　(2) 発行済株式の総数 9,553,011株

　(3) 株 主 数 2,279名

　(4) 大 株 主（上位10名）

株 主 名 持 株 数 持 株 比 率

高 橋 武 治 1,555千株 17.8％

高 橋 敏 男 1,011千株 11.6％

日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社（信託口） 478千株 5.5％

岩 崎 陽 子 473千株 5.4％

高 橋 宗 敏 422千株 4.8％

高 橋 亜 紀 子 411千株 4.7％

高 橋 雅 代 235千株 2.7％

昭 和 化 学 工 業 株 式 会 社 134千株 1.5％

高 橋 幸 子 132千株 1.5％

高 橋 則 子 122千株 1.4％

(注) 持株比率は自己株式（817,814株）を控除して計算しております。

　

３．会社の新株予約権等に関する事項

　 該当事項はありません。
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４．会社役員に関する事項

　(1) 取締役及び監査役の状況（2019年12月31日現在）
　

氏 名 地 位 担 当 及 び 重 要 な 兼 職 の 状 況

高 橋 敏 男 取 締 役 会 長 ㈱ ア シ ェ ル 代 表 取 締 役

高 橋 武 治 取締役社長(代表取締役)
㈱ タ カ ハ シ テ ク ノ 代 表 取 締 役
中華人民共和国大連高連幕墻有限公司副董事長

手 塚 武 専 務 取 締 役
ス パ ジ オ 事 業 部 長 ・ ア ク ア 施 設 部 担 当 役 員
中 華 人 民 共 和 国 大 連 高 連 幕 墻 有 限 公 司 総 経 理

中 西 博 之 常 勤 監 査 役 ――

中 川 康 生 監 査 役
日 東 工 器 ㈱ 社 外 取 締 役
弁 護 士

吉　見 芳 彦 監 査 役 税 理 士
　

(注) １．監査役中西博之、中川康生、吉見芳彦の３氏は社外監査役であります。
２．当社は、監査役中西博之氏を東京証券取引所の定めに基づく独立役員として指定し、同取

引所に届け出ております。

　

　(2) 責任限定契約の内容の概要

　当社は、社外監査役との間で会社法第427条第１項及び定款第38条の規定に基づ

き、会社法第423条第１項の損害賠償責任を限定する契約を締結しております。当

該契約における損害賠償責任の限度額は、会社法第425条第１項に定める最低責任

額を限度としております。
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　(3) 取締役及び監査役の報酬等の総額
　

区 分 支 給 人 員 支 給 額

取 締 役 3名 507,524千円

監 査 役
（う ち 社 外 監 査 役）

4名
( 4名)

13,880千円
　( 13,880千円)

合 計 7名 521,404千円
　

(注) １．支給額には、当事業年度中に役員退職慰労引当金繰入額として費用処理した22,060千円が
含まれております。

２．取締役の支給額には、2020年３月27日開催予定の第55期定時株主総会において付議いたし
ます、退任取締役１名に対する退職慰労金支給予定額中の功労金195,227千円及び特別功労
金195,227千円が含まれております。

３．監査役の支給額には、2019年３月28日に退任された監査役（社外監査役）１名に対する報
酬4,500千円を含んでおります。

４．取締役の報酬限度額は、2010年３月30日開催の第45期定時株主総会において年額200,000千
円以内（ただし、使用人分給与は含まない。）、また別枠でストック・オプション報酬額と
して年額20,000千円以内と決議いただいております。

５．監査役の報酬限度額は、1994年３月30日開催の第29期定時株主総会において年額30,000千
円以内と決議いただいております。

　(4) 社外役員に関する事項

　 ① 取締役

　 該当事項はありません。

　

　 ② 監査役 中西博之氏

　 イ．重要な兼職先と当社との関係

　 該当事項はありません。

　 ロ．他の法人等の社外役員の兼職状況及び兼職先と当社との関係

　 該当事項はありません。

　 ハ．当事業年度における主な活動状況

　就任後に開催された取締役会10回のうち10回出席し、会社運営に関する経

験に基づき、業務執行に対する適切な意見を述べています。開催された監査

役会７回のうち７回出席して、常勤監査役として、他の監査役、会計監査人

等から監査状況の報告を受けるとともに、監査方針及び計画に関する意見交

換を実施しています。この他、主要事業所並びに子会社の監査を実施してお

ります。
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　 ③ 監査役 中川康生氏

　 イ．重要な兼職先と当社との関係

　 該当事項はありません。

　 ロ．他の法人等の社外役員の兼職状況及び兼職先と当社との関係

　 日東工器株式会社の社外取締役であります。

　 なお、当社は日東工器株式会社とは特別の関係はありません。

　 ハ．当事業年度における主な活動状況

　当事業年度において、開催された取締役会13回のうち13回出席し、開催さ

れた監査役会９回のうち９回出席して、発言は都度適宜行われ、弁護士とし

ての知見に基づき、特に法的な視点から適切な意見の表明がありました。

　 ④ 監査役 吉見芳彦氏

　 イ．重要な兼職先と当社との関係

　 該当事項はありません。

　 ロ．他の法人等の社外役員の兼職状況及び兼職先と当社との関係

　 該当事項はありません。

　 ハ．当事業年度における主な活動状況

　当事業年度において、開催された取締役会13回のうち13回出席し、開催さ

れた監査役会９回のうち９回出席して、発言は都度適宜行われ、税理士とし

ての知見に基づき、特に財務及び会計的な視点から適切な意見の表明があり

ました。

５．会計監査人の状況

　(1) 名称 八重洲監査法人
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　(2) 報酬等の額

支 払 額

・当事業年度に係る報酬等の額 23,000千円

・当社及び子会社が会計監査人に支払うべき金銭その他の財産上
の利益の合計額

23,000千円

(注) １．会計監査人の報酬等について監査役会が同意した理由
当社監査役会は、取締役会、社内関係部署及び会計監査人からの必要な資料の入手や報告
の聴取を通じて、会計監査人の監査計画の内容、従前の事業年度における職務執行状況や
報酬見積の算出根拠等を検討した結果、会計監査人の報酬等につき、会社法第399条第１項
の同意を行っております。

２．当社と会計監査人との間の監査契約において、会社法に基づく監査と金融商品取引法に基
づく監査の監査報酬等の額を明確に区分しておらず、実質的にも区分できませんので、当
事業年度に係る報酬等の額にはこれらの合計額を記載しております。

　(3) 会計監査人の解任または不再任の決定の方針

　当社では、会計監査人が会社法第340条第１項各号に定める項目に該当すると認

められる場合には、監査役全員の同意に基づき、監査役会が会計監査人を解任い

たします。また、上記の場合のほか、会計監査人の適格性及び独立性を害する事

由等の発生により、適正な監査の遂行が困難であると認められた場合、監査役会

は、株主総会に提出する会計監査人の解任または不再任に関する議案の内容を決

定いたします。

　(4) 責任限定契約の内容の概要

　当社と会社法第423条第１項の賠償責任を限定する契約は締結しておりません。

６．業務の適正を確保するための体制

　取締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制その他

会社及び子会社の業務の適正を確保するための体制についての決定内容の概要は以

下のとおりであります。

１．取締役及び使用人の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するため

の体制

① 取締役及び使用人の職務の執行が法令及び定款に適合し、企業が継続して社

会に貢献していくために「コンプライアンス規程」を定め、当社グループ役職

員全員への浸透を図る。

　反社会的勢力の排除については、コンプライアンスの一環として取り組み、

取引関係を含めて一切の関係を遮断する。

② 職務の適正な執行を継続的にモニタリングするために、監査室は内部監査を

実施する。

　 ③ 監査室は、コンプライアンス状況を適宜取締役会に報告する。
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　２．取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制

　株主総会議事録、取締役会議事録等取締役の職務の執行に係る文書については、

「文書管理規程」に基づき適切かつ確実に保存・管理し、必要に応じて閲覧可能な

体制を整備する。

　３．損失の危険の管理に関する規程その他の体制

　 ① 経営上のリスクの分析及び対策等の検討を、取締役会において行う。

　 ② リスク管理の整備について「リスク管理規程」を定める。

　当社グループにおける各事業部門は、それぞれの部門に関するリスク管理を

行い、各事業部門の長は、リスク管理の状況を随時取締役会に報告する。

③ 当社グループの経営に重大な影響を及ぼすようなリスクが発生した場合には、

代表取締役社長を本部長とする対策本部を設置し、迅速な対応によって損失を

最小限に抑えるとともに、再発防止のための対策を講じる。

　４．取締役の業務の執行が効率的に行われることを確保するための体制

① 経営会議において、経営に関する重要な業務執行事項について審議し、取締

役会は月１回の定期的な開催のほか必要に応じて臨時に開催し、当社グループ

における業務執行に関する重要事項を決定するとともに取締役の職務の執行を

監督する。

② 当社グループに機能別、事業部門ごとにそれぞれ担当取締役を設置し、執行

責任の所在を明確にすることにより、取締役の職務の執行が効率的に行われる

体制をとる。

　５．当社及び子会社から成る企業集団における業務の適正を確保するための体制

① 関係会社の管理については、「関係会社管理規程」に基づき管理部長が統括

し、緊密な連携のもとに関係会社を指導、援助する。

② 関係会社には必要に応じて取締役又は監査役として、当社の取締役、監査役、

使用人を派遣し、業務執行の適正性を監督するとともに重要事項に関しては当

社の事前承認又は当社への報告を行う。

　 ③ 監査室は、子会社における内部監査を実施し、業務の適正を確保する。
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６．監査役がその職務を補助すべき使用人を置くことを求めた場合における当該使

用人に関する事項

　監査役から要請があったときは、監査役の職務を補助する使用人を配置し、監

査役の指示によりその職務を行わせる。

　７．監査役の職務を補助する使用人の取締役からの独立性に関する事項

① 監査役の職務を補助する使用人は、監査役の指揮命令下に置かれ、その業務

に専念する。

　 ② 監査役の職務を補助する使用人の人事考課は、常勤監査役が行う。

８．取締役及び使用人が監査役に報告をするための体制その他の監査役への報告に

関する体制ならびに監査役へ報告した者が当該報告をしたことを理由として不

利な取扱いを受けないことを確保するための体制

① 当社グループの取締役及び使用人は、法令に違反する事実、会社に著しい損

害を与える恐れがある事実を発見したときは、速やかに監査役に報告しなけれ

ばならない。

② 当社グループの取締役及び使用人は、何時も監査役の求めに応じて、業務執

行に関する事項について、速やかに報告を行わなければならない。

③ 監査役は、取締役会のほか必要であると認める会議に出席することができる。

④ 前各号で報告を行った者に対し、当該報告をしたことを理由として不利な取

扱いを行うことを禁止する。

　９．その他監査役の監査が実効的に行われることを確保するための体制

① 監査役は、取締役会等の会議のほか、取締役及び使用人と意見・情報の交換

を行う。

② 監査役は、監査室、グループの監査役、会計監査人と随時意見・情報の交換

を行い、相互に連係して監査の実効性の確保を図る。
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10．監査役の職務の執行について生ずる費用の処理に関する事項

　当社グループは、監査役の職務の執行上必要と認める費用を負担し速やかに処

理する。

　11．反社会的勢力排除に向けた基本的な考え方及びその整備状況

① 当社グループは、市民社会に脅威を与える反社会的勢力とは、取引関係を含

めて一切の関係をもたない。また、反社会的勢力には毅然として対処し、不当

要求は拒絶しなければならない。

② 当社グループは、コンプライアンス疑義事象の早期発見と是正を図り、内部

通報制度を導入している。

７．業務の適正を確保するための体制の運用状況の概要

　当社の取締役会は、取締役３名で構成されており、その取締役会には取締役及び

監査役が出席して、各取締役から業務執行状況の報告が行われるとともに、重要事

項の審議・決議を行っております。

　議場において各監査役は、独立した立場から意見を述べるとともに、経営の監

視・監督を行っております。

　また、常勤監査役は取締役会のほか、社内重要会議に出席するとともに、取締役

から業務執行の状況について直接聴取を行い、業務執行の状況やコンプライアンス

に関する問題点を日常業務レベルで監視する体制を整備しており、経営監視機能の

強化及び向上を図っております。
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連 結 貸 借 対 照 表

(2019年12月31日現在)
(単位：千円)

資 産 の 部 負 債 の 部

科 目 金 額 科 目 金 額

流 動 資 産 9,320,065 流 動 負 債 3,990,921

現 金 預 金 2,946,595 支払手形・工事未払金等 466,576

受取手形・完成工事未収入金等 1,491,222 電 子 記 録 債 務 368,532

電 子 記 録 債 権 1,696,136 短 期 借 入 金 667,000

未 成 工 事 支 出 金 3,055,588 １年内償還予定の社債 60,000

その他のたな卸資産 70,640 未 払 法 人 税 等 883,174

そ の 他 59,881 未 成 工 事 受 入 金 779,921

固 定 資 産 5,249,713 完成工事補償引当金 5,760

有 形 固 定 資 産 3,080,842 賞 与 引 当 金 53,044

建 物 ・ 構 築 物 653,439 工 事 損 失 引 当 金 86,600

機械、運搬具及び工具器具備品 644,301 そ の 他 620,312

土 地 1,783,101 固 定 負 債 1,582,851

無 形 固 定 資 産 42,078 長 期 借 入 金 630,000

投 資 そ の 他 の 資 産 2,126,792 役員退職慰労引当金 869,525

投 資 有 価 証 券 222,552 そ の 他 83,326

保 険 積 立 金 949,176 負 債 合 計 5,573,773

投 資 不 動 産 118,624 純 資 産 の 部

差 入 保 証 金 627,513 株 主 資 本 8,948,612

退職給付に係る資産 114,016 資 本 金 100,000

そ の 他 111,476 資 本 剰 余 金 3,283,363

貸 倒 引 当 金 △16,567 利 益 剰 余 金 5,803,679

自 己 株 式 △238,430

その他の包括利益累計額 47,393

その他有価証券評価差額金 47,393

純 資 産 合 計 8,996,005

資 産 合 計 14,569,779 負 債 ・ 純 資 産 合 計 14,569,779

(注) 記載金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。
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連 結 損 益 計 算 書

（2019年１月１日から
2019年12月31日まで）

(単位：千円)

科 目 金 額

売 上 高

完 成 工 事 高 16,765,720 16,765,720

売 上 原 価

完 成 工 事 原 価 13,448,669 13,448,669

売 上 総 利 益

完 成 工 事 総 利 益 3,317,051 3,317,051

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 794,537

営 業 利 益 2,522,513

営 業 外 収 益

受 取 利 息 及 び 配 当 金 2,674

投 資 有 価 証 券 売 却 益 7,095

投 資 不 動 産 賃 貸 料 5,827

受 取 家 賃 13,218

鉄 屑 売 却 収 入 47,071

そ の 他 22,006 97,893

営 業 外 費 用

支 払 利 息 7,836

社 債 利 息 425

不 動 産 賃 貸 費 用 2,842

そ の 他 3,640 14,744

経 常 利 益 2,605,662

特 別 利 益

固 定 資 産 売 却 益 799 799

特 別 損 失

固 定 資 産 除 却 損 4,833

役 員 退 職 慰 労 引 当 金 繰 入 額 390,454 395,287

税 金 等 調 整 前 当 期 純 利 益 2,211,175

法 人 税、 住 民 税 及 び 事 業 税 999,550

法 人 税 等 調 整 額 △30,970 968,579

当 期 純 利 益 1,242,595

親 会 社 株 主 に 帰 属 す る 当 期 純 利 益 1,242,595

(注) 記載金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。
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連結株主資本等変動計算書

（2019年１月１日から
2019年12月31日まで）

(単位：千円)

株 主 資 本

資 本 金 資本剰余金 利益剰余金 自 己 株 式 株主資本合計

当 期 首 残 高 100,000 3,283,363 4,779,463 △238,430 7,924,396

当 期 変 動 額

剰 余 金 の 配 当 △218,379 △218,379

親会社株主に帰属する
当 期 純 利 益

1,242,595 1,242,595

株主資本以外の項目の
当 期 変 動 額 ( 純 額 )

－

当 期 変 動 額 合 計 － － 1,024,215 － 1,024,215

当 期 末 残 高 100,000 3,283,363 5,803,679 △238,430 8,948,612

そ の 他 の 包 括
利 益 累 計 額

純資産合計
そ の 他 有 価 証 券
評 価 差 額 金

当 期 首 残 高 43,094 7,967,490

当 期 変 動 額

剰 余 金 の 配 当 △218,379

親会社株主に帰属する
当 期 純 利 益

1,242,595

株主資本以外の項目の
当 期 変 動 額 ( 純 額 )

4,298 4,298

当 期 変 動 額 合 計 4,298 1,028,514

当 期 末 残 高 47,393 8,996,005

(注) 記載金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。
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連結注記表

（連結計算書類作成のための基本となる重要な事項に関する注記等）

　１．連結の範囲に関する事項

　 (1) 連結子会社の数及び主要な連結子会社の名称

　 ①連結子会社の数 １社

　 ②主要な連結子会社の名称 株式会社タカハシテクノ

(2) 主要な非連結子会社の名称等

　 ①主要な非連結子会社の名称 大連高連幕墻有限公司

株式会社アシェル

　 ②連結の範囲から除いた理由 非連結子会社２社は、いずれも小規模であり、合計の総資

産、売上高、当期純損益（持分に見合う額）及び利益剰余金

（持分に見合う額）等は、いずれも連結計算書類に重要な影

響を及ぼしていないため、連結の範囲から除いております。

　２．持分法の適用に関する事項

　 (1) 持分法を適用した非連結子会社及び関連会社の数及び主要な会社等の名称

　 持分法適用の非連結子会社又は

　 関連会社数 ０社

　 (2) 持分法を適用していない非連結子会社及び関連会社の名称等

　 主要な会社等の名称

　 非連結子会社 大連高連幕墻有限公司

株式会社アシェル

　 (3) 持分法を適用しない理由 持分法を適用しない非連結子会社２社は、当期純損益（持分

に見合う額）及び利益剰余金（持分に見合う額）等からみ

て、持分法の対象から除いても連結計算書類に及ぼす影響が

軽微であり、かつ、全体としても重要性がないため、持分法

の適用から除外しております。

　３．連結子会社の事業年度等に関する事項

　 連結子会社の事業年度末日と連結決算日は一致しております。
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　４．会計方針に関する事項

　 (イ)重要な資産の評価基準及び評価方法

　 (1) 有価証券

　 その他有価証券

　 時価のあるもの 決算日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部純資

産直入法により処理し、売却原価は移動平均法により算

定）

　 時価のないもの 移動平均法による原価法

　 (2) たな卸資産

　 ① 未成工事支出金 個別法による原価法

　 ② 材 料 総平均法による原価法

(連結貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切下げ

の方法により算定しております。）

　 ③ 貯 蔵 品 最終仕入原価法

(連結貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切下げ

の方法により算定しております。）

　 (ロ)重要な減価償却資産の減価償却の方法

　 (1) 有形固定資産及び投資不動産 定率法

　 （リース資産を除く） 　ただし、1998年４月１日以降に取得した建物（附属設備

を除く）並びに2016年４月１日以降に取得した建物附属設

備及び構築物については、定額法。

　なお、主な耐用年数は次のとおりであります。

　 建物・構築物 15年～50年

　 機械、運搬具及び工具器具備品 ３年～９年

　 (2) 無形固定資産 定額法

　 （リース資産を除く） 　ただし、ソフトウェア（自社利用分）については、社内

における利用可能期間（５年）に基づく定額法。

　 (3) リース資産 所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産

　リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法

によっております。
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　 (ハ)重要な引当金の計上基準

　 (1) 貸倒引当金

　債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債

権等特定の債権については個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額を計上しております。

　 (2) 完成工事補償引当金

　完成工事にかかる瑕疵担保の費用に充てるため、当連結会計年度末に至る１年間の完成工事

高に対する将来の補償金額を見積り計上しております。

　 (3) 賞与引当金

　従業員の賞与の支給に充てるため、支給見込額のうち当連結会計年度の負担額を計上してお

ります。

　 (4) 工事損失引当金

　当連結会計年度末手持工事のうち損失の発生が見込まれるものについて、将来の損失に備え

るため、その損失見積額を計上しております。

　 (5) 役員退職慰労引当金

　当社の役員の退職慰労金の支出に備えるため、内規に基づく当連結会計年度末要支給額を計

上しております。

　 (ニ)その他連結計算書類の作成のための重要な事項

　 (1) 退職給付に係る会計処理の方法

　当社は、退職給付に係る負債及び退職給付費用の計算に、退職給付に係る期末自己都合要支

給額を退職給付債務とする方法を用いた簡便法を適用しております。

　 (2) 重要なヘッジ会計の方法

① ヘッジ会計の方法

　金利スワップを実施し、特例処理の要件を満たしておりますので、特例処理を採用しており

ます。

② ヘッジ手段とヘッジ対象

　ヘッジ手段･･･金利スワップ

　ヘッジ対象･･･借入金の利息

　 ③ ヘッジ方針

　当社は借入金の金利変動リスクを回避する目的で金利スワップ取引を行っており、ヘッジ対

象の識別は個別契約毎に行っております。

　 ④ ヘッジ有効性評価の方法

　金利スワップの特例処理の要件を満たしているため、有効性の判定を省略しております。

　 (3) 完成工事高及び完成工事原価の計上基準

　完成工事高の計上は、当連結会計年度末までの進捗部分について成果の確実性が認められる

工事については工事進行基準（工事の進捗率の見積りは原価比例法）を、その他の工事につい

ては工事完成基準を適用しております。

― 19 ―

2020年02月26日 11時00分 $FOLDER; 19ページ （Tess 1.50(64) 20181220_01）



　 (4) 消費税等の会計処理

　消費税等の会計処理は、税抜方式によっており、資産に係る控除対象外消費税及び地方消費

税は当連結会計年度の費用として処理しております。

（表示方法の変更）

　（「『税効果会計に係る会計基準』の一部改正」の適用）

　「『税効果会計に係る会計基準』の一部改正」（企業会計基準第28号 平成30年２月16日）に伴

う、「会社法施行規則及び会社計算規則の一部を改正する省令」（法務省令第５号 平成30年３月26

日）を当連結会計年度の期首から適用しており、繰延税金資産は投資その他の資産の区分に表示

し、繰延税金負債は固定負債の区分を表示しております。

（連結貸借対照表に関する注記）

　１．有形固定資産及び投資不動産の減価償却累計額 4,948,986千円

　２．担保に供している資産

　 建物 217,929千円 　 土地 1,564,974千円

　 投資不動産 27,560千円 　

　 担保に係る債務の額

　 短期借入金 543,000千円 　 長期借入金 550,000千円

（連結損益計算書に関する注記）

　 役員退職慰労引当金繰入額

　当社の高橋敏男氏が任期満了により取締役会長を退任することに伴う功労金及び特別功労金にか

かるものであり、取締役会決議に基づく引当金繰入額であります。
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（連結株主資本等変動計算書に関する注記）

　１．発行済株式に関する事項

　 当連結会計年度末の発行済株式の種類及び総数

　 普通株式 9,553,011株

　２．配当に関する事項

　 (1) 配当金支払額

決議 株 式 の 種 類 配 当 金 の 総
額 （千 円）

１ 株 当 た り
配 当 額 ( 円 ) 基準日 効力発生日

2019年3月28日
定 時 株 主 総 会 普通株式 87,351 10.00 2018年12月31日 2019年3月29日

2019年7月25日
取 締 役 会 普通株式 131,027 15.00 2019年6月30日 2019 年 9月 9日

　 (2) 基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの

決議予定 株式の種類 配当の原資 配当金の総
額 （千 円）

１株当たり
配当額(円) 基準日 効力発生日

2020年3月27日
定 時 株 主 総 会 普通株式 利益剰余金 131,027 15.00 2019年12月31日 2020年3月30日
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（金融商品に関する注記）

　１．金融商品の状況に関する事項

　 (1) 金融商品に対する取組方針

　当社グループは、資金運用については短期的な預金等に限定し、また、資金調達については主

として銀行借入及び銀行引受社債による方針であります。また、一部の長期借入金の金利変動リ

スクに対して金利スワップ取引を実施し、支払利息の固定化を実施しております。

　 (2) 金融商品の内容及びそのリスク並びにリスク管理体制

　営業債権である受取手形・完成工事未収入金等及び電子記録債権は、顧客の信用リスクにさら

されております。当社グループでは社内ルールに従い、取引先ごとに期日管理及び残高管理を行

っております。

　投資有価証券については、主に株式であり、市場価格の変動リスクがありますが、定期的に時

価を把握しております。

　営業債務である支払手形・工事未払金等は、そのほとんどが１年以内の支払期日であります。

　借入金及び社債は、営業取引及び設備投資に係る資金調達を目的としたものであります。

　 (3) 金融商品の時価等に関する事項についての補足説明

　金融商品の時価には、市場価格に基づく価額のほか、市場価格がない場合には合理的に算定さ

れた価額が含まれております。当該価額の算定においては変動要因を織り込んでいるため、異な

る前提条件等を採用することにより、当該価額が変動することがあります。

　２．金融商品の時価等に関する事項

　2019年12月31日における連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおり

であります。なお、時価を把握することが極めて困難と認められるものは、次表には含めておりま

せん。（（注）２をご参照下さい。）
　

連結貸借対照表
計上額（千円）

時 価（千円） 差 額（千円）

(1) 現金預金 2,946,595 2,946,595 －

(2) 受取手形・完成工事未収入金等 1,491,222 1,491,222 －

(3) 電子記録債権 1,696,136 1,696,136 －

(4) 投資有価証券 222,510 222,510 －

資 産 合 計 6,356,465 6,356,465 －

(1) 支払手形・工事未払金等 466,576 466,576 －

(2) 電子記録債務 368,532 368,532 －

(3) 短期借入金 195,000 195,000 －

(4) 社債（＊１） 60,000 60,065 65

(5) 長期借入金（＊２） 1,102,000 1,099,698 △2,301

負 債 合 計 2,192,108 2,189,872 △2,235

（＊１）社債には、１年内償還予定の社債を含んでおります。

（＊２）長期借入金には、１年内返済予定の長期借入金を含んでおります。

― 22 ―

2020年02月26日 11時00分 $FOLDER; 22ページ （Tess 1.50(64) 20181220_01）



(注) １．金融商品の時価の算定方法並びに有価証券に関する事項

〔資 産〕

(1) 現金預金、(2) 受取手形・完成工事未収入金等、(3) 電子記録債権

これらは短期間で決済されるものであるため、時価は帳簿価額と近似していることから、

当該帳簿価額によっております。

(4) 投資有価証券

これらの時価について、株式等は取引所の価格又は取引金融機関から提示された価格に

よっております。

〔負 債〕

(1) 支払手形・工事未払金等、(2) 電子記録債務、(3) 短期借入金

これらは短期間で決済されるものであるため、時価は帳簿価額と近似していることから、

当該帳簿価額によっております。

(4) 社債、(5) 長期借入金

変動金利によるものは、市場金利を反映しており、また、当社の信用状態は発行後大き

く異なっていないので、時価は帳簿価額と近似していることから当該帳簿価額によって

おります。

なお、変動金利による長期借入金のうち、金利スワップの特例処理の対象となるものは、

当該金利スワップと一体として処理された元利金の合計額を、同様の新規借入を行った

場合に想定される利率で割引いた現在価値により算定しております。

固定金利によるものは、元利金の合計額を、同様の新規調達・借入を行った場合に想定

される利率で割引いた現在価値により算定しております。

　 ２．時価を把握することが極めて困難と認められる金融商品

区 分 連結貸借対照表計上額（千円）

投資有価証券

　非上場株式（＊１） 41

差入保証金（＊２） 627,513

（＊１）投資有価証券のうち、非上場株式については、市場価格がなく、時価を把握することが極めて

困難と認められることから「(4) 投資有価証券」には含めておりません。

（＊２）返済期限が確定していない差入保証金は、市場価格がなく、かつ、将来キャッシュ・フローを

見積もることができず、時価を把握することが極めて困難と認められることから、上記の表に

は含めておりません。

（１株当たり情報に関する注記）

　１株当たり純資産額 1,029円86銭

　１株当たり当期純利益 142円25銭
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貸 借 対 照 表

(2019年12月31日現在)
(単位：千円)

資 産 の 部 負 債 の 部

科 目 金 額 科 目 金 額

流 動 資 産 9,275,887 流 動 負 債 3,983,093

現 金 預 金 2,903,333 支 払 手 形 8,550

受 取 手 形 398,094 電 子 記 録 債 務 368,532

電 子 記 録 債 権 1,696,136 工 事 未 払 金 458,026

完 成 工 事 未 収 入 金 1,093,127 短 期 借 入 金 667,000

未 成 工 事 支 出 金 3,055,588 １年内償還予定の社債 60,000

材 料 貯 蔵 品 70,640 未 払 金 490,155

前 払 費 用 37,966 未 払 法 人 税 等 882,464

短 期 貸 付 金 5,100 未 払 費 用 89,503

そ の 他 15,898 未 成 工 事 受 入 金 779,921

固 定 資 産 5,221,089 預 り 金 16,760

有 形 固 定 資 産 3,073,726 完成工事補償引当金 5,760

建 物 ・ 構 築 物 646,323 賞 与 引 当 金 53,044

機 械 ・ 運 搬 具 575,604 工 事 損 失 引 当 金 86,600

工 具 器 具 ・ 備 品 68,697 そ の 他 16,775

土 地 1,783,101 固 定 負 債 1,500,685

無 形 固 定 資 産 42,041 長 期 借 入 金 630,000

投 資 そ の 他 の 資 産 2,105,322 役員退職慰労引当金 869,525

投 資 有 価 証 券 222,552 長 期 預 り 保 証 金 1,160

関 係 会 社 株 式 0 負 債 合 計 5,483,779

関 係 会 社 出 資 金 41,469 純 資 産 の 部

長 期 貸 付 金 655,050 株 主 資 本 8,965,804

保 険 積 立 金 949,176 資 本 金 100,000

投 資 不 動 産 118,624 資 本 剰 余 金 3,283,363

差 入 保 証 金 574,213 そ の 他 資 本 剰 余 金 3,283,363

会 員 権 3,940 利 益 剰 余 金 5,820,872

長 期 前 払 費 用 521 利 益 準 備 金 25,000

前 払 年 金 費 用 114,016 そ の 他 利 益 剰 余 金 5,795,872

繰 延 税 金 資 産 37,611 繰 越 利 益 剰 余 金 5,795,872

そ の 他 4,884 自 己 株 式 △238,430

貸 倒 引 当 金 △616,737 評 価 ・ 換 算 差 額 等 47,393

その他有価証券評価差額金 47,393

純 資 産 合 計 9,013,198

資 産 合 計 14,496,977 負 債 ・ 純 資 産 合 計 14,496,977

(注) 記載金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。
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損 益 計 算 書

（2019年１月１日から
2019年12月31日まで）

(単位：千円)

科 目 金 額

売 上 高

完 成 工 事 高 16,708,294 16,708,294

売 上 原 価

完 成 工 事 原 価 13,376,764 13,376,764

売 上 総 利 益

完 成 工 事 総 利 益 3,331,530 3,331,530

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 791,876

営 業 利 益 2,539,653

営 業 外 収 益

受 取 利 息 及 び 配 当 金 2,674

投 資 有 価 証 券 売 却 益 7,095

投 資 不 動 産 賃 貸 料 5,827

受 取 家 賃 13,218

鉄 屑 売 却 収 入 47,071

そ の 他 21,962 97,849

営 業 外 費 用

支 払 利 息 7,836

社 債 利 息 425

不 動 産 賃 貸 費 用 2,842

貸 倒 引 当 金 繰 入 額 17,800

そ の 他 3,640 32,544

経 常 利 益 2,604,958

特 別 利 益

固 定 資 産 売 却 益 799 799

特 別 損 失

固 定 資 産 除 却 損 4,833

役 員 退 職 慰 労 引 当 金 繰 入 額 390,454 395,287

税 引 前 当 期 純 利 益 2,210,471

法 人 税、 住 民 税 及 び 事 業 税 998,840

法 人 税 等 調 整 額 △30,970 967,869

当 期 純 利 益 1,242,601

(注) 記載金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。
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株主資本等変動計算書

（2019年１月１日から
2019年12月31日まで）

(単位：千円)

株 主 資 本

資 本 金

資本剰余金 利益剰余金

自己株式
株主資本
合 計その他資本剰余金 利益準備金

その他利益
剰 余 金

繰 越 利 益
剰 余 金

当 期 首 残 高 100,000 3,283,363 25,000 4,771,650 △238,430 7,941,583

当 期 変 動 額

剰 余 金 の 配 当 △218,379 △218,379

当 期 純 利 益 1,242,601 1,242,601

株主資本以外の項目の
当期変動額（純額)

－

当 期 変 動 額 合 計 － － － 1,024,221 － 1,024,221

当 期 末 残 高 100,000 3,283,363 25,000 5,795,872 △238,430 8,965,804

　

評 価 ・ 換 算 差 額 等

純資産合計そ の 他 有 価 証 券
評 価 差 額 金

当 期 首 残 高 43,094 7,984,678

当 期 変 動 額

剰 余 金 の 配 当 △218,379

当 期 純 利 益 1,242,601

株主資本以外の項目の
当期変動額（純額)

4,298 4,298

当 期 変 動 額 合 計 4,298 1,028,520

当 期 末 残 高 47,393 9,013,198

(注) 記載金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。
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個別注記表

（重要な会計方針に係る事項に関する注記）

　１．資産の評価基準及び評価方法

　 (1) 有価証券

　 子会社株式及び関連会社株式 移動平均法による原価法

　 その他有価証券

　 時価のあるもの 決算日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部純資産

直入法により処理し、売却原価は移動平均法により算定）

　 時価のないもの 移動平均法による原価法

　 (2) たな卸資産

未成工事支出金 個別法による原価法

材 料 総平均法による原価法

(貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切下げの方法

により算定しております。）

貯 蔵 品 最終仕入原価法

(貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切下げの方法

により算定しております。）

　２．固定資産の減価償却の方法

　 有形固定資産及び投資不動産 定率法

　 （リース資産を除く） 　ただし、1998年４月１日以降に取得した建物（附属設備を

除く）並びに2016年４月１日以降に取得した建物附属設備及

び構築物については、定額法によっております。

　なお、主な耐用年数は次のとおりであります。

　 建物・構築物 15年～50年

　 機械・運搬具 ４年～９年

　 工具器具・備品 ３年～８年

　 無形固定資産 定額法

　 （リース資産を除く） 　ただし、ソフトウェア（自社利用分）については、社内に

おける利用可能期間（５年）に基づく定額法によっておりま

す。

　 リース資産 所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産

　リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法に

よっております。
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　３．引当金の計上基準

　 (1) 貸倒引当金

　債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債

権等特定の債権については個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額を計上しております。

　 (2) 完成工事補償引当金

　完成工事にかかる瑕疵担保の費用に充てるため、当事業年度末に至る１年間の完成工事高に

対する将来の補償金額を見積り計上しております。

　 (3) 賞与引当金

　従業員の賞与の支給に充てるため、支給見込額のうち当事業年度の負担額を計上しておりま

す。

　 (4) 工事損失引当金

　当事業年度末手持工事のうち損失の発生が見込まれるものについて、将来の損失に備えるた

め、その損失見積額を計上しております。

　 (5) 退職給付引当金

　従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務及び年金資産の見込額

に基づき計上しております。

　退職給付引当金及び退職給付費用の計算に、退職給付に係る期末自己都合要支給額を退職給

付債務とする方法を用いた簡便法を適用しております。

　 (6) 役員退職慰労引当金

　 役員の退職慰労金の支出に備えるため、内規に基づく期末要支給額を計上しております。

４．ヘッジ会計の方法

　 (1) ヘッジ会計の方法

　金利スワップを実施し、特例処理の要件を満たしておりますので、特例処理を採用しており

ます。

　 (2) ヘッジ手段とヘッジ対象

　ヘッジ手段･･･金利スワップ

　ヘッジ対象･･･借入金の利息

　 (3) ヘッジ方針

　当社は借入金の金利変動リスクを回避する目的で金利スワップ取引を行っており、ヘッジ対

象の識別は個別契約毎に行っております。

　 (4) ヘッジ有効性評価の方法

　金利スワップの特例処理の要件を満たしているため、有効性の判定を省略しております。

５．完成工事高及び完成工事原価の計上基準

　完成工事高の計上は、当事業年度末までの進捗部分について成果の確実性が認められる工事につ

いては工事進行基準（工事の進捗率の見積りは原価比例法）を、その他の工事については工事完成

基準を適用しております。
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６．その他計算書類作成のための基本となる事項

　 消費税等の会計処理

　消費税等の会計処理は、税抜方式によっており、資産に係る控除対象外消費税及び地方消費税は

当事業年度の費用として処理しております。

（表示方法の変更）

　（「『税効果会計に係る会計基準』の一部改正」の適用）

　「『税効果会計に係る会計基準』の一部改正」（企業会計基準第28号 平成30年２月16日）に伴

う、「会社法施行規則及び会社計算規則の一部を改正する省令」（法務省令第５号 平成30年３月26

日）を当事業年度の期首から適用しており、繰延税金資産は投資その他の資産の区分に表示し、繰

延税金負債は固定負債の区分に表示しております。

（貸借対照表に関する注記）

　１．関係会社に対する短期金銭債権 336千円

　 関係会社に対する短期金銭債務 1,856千円

　 関係会社に対する長期金銭債権 653,500千円

　２．有形固定資産及び投資不動産の減価償却累計額 4,905,771千円

　３．担保に供している資産

　 建物 217,929千円 　 土地 1,564,974千円

　 投資不動産 27,560千円 　

　 担保に係る債務の金額

　 短期借入金 543,000千円 　 長期借入金 550,000千円

（損益計算書に関する注記）

１．関係会社との取引高

　 仕入高 26,705千円

　 その他の営業取引 4,006千円

　 営業取引以外の取引高 360千円

　２．役員退職慰労引当金繰入額

　当社の高橋敏男氏が任期満了により取締役会長を退任することに伴う功労金及び特別功労金にか

かるものであり、取締役会決議に基づく引当金繰入額であります。

（株主資本等変動計算書に関する注記）

　 当事業年度末における自己株式の種類及び株式数

　 普通株式 817,814株
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（税効果会計に関する注記）

(単位：千円)

　繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

（繰延税金資産）

減損損失 414,071

役員退職慰労引当金 300,855

関係会社株式評価損 293,480

貸倒引当金 206,631

そ の 他 210,339

繰延税金資産小計 1,425,380

評価性引当額 △1,329,538

繰延税金資産合計 95,842

（繰延税金負債)

前払年金費用 40,263

その他有価証券評価差額金 17,966

繰延税金負債合計 58,230

繰延税金資産純額 37,611

　

（関連当事者との取引に関する注記）

　子会社及び関連会社等

種類
会社等
の名称

住所
資本金又
は出資金
(千円)

事業の内容
又 は 職 業

議決権等
の 所 有
(被所有)
割合(％)

関 係 内 容

取引の内容
取引金額
(千円)

科 目
期末残高
(千円)役員の

兼任等
事業上
の関係

子会社
㈱タカハ
シテクノ

東京都
中央区

100,000
不 動 産
賃 貸 事 業

所有
直接

100.0

兼任
３名

営業
支援

資金の返済 100,000

長期貸付金
(＊１)

635,000

未 収 入 金 19

上記の金額のうち、取引金額には消費税等が含まれておらず、期末残高には消費税等が含まれておりま

す。

取引条件及び取引条件の決定方針等

(＊１) 子会社への長期貸付金には、貸倒引当金608,170千円を計上しております。

　 また、当事業年度においては、17,800千円の貸倒引当金繰入額を計上しております。

（１株当たり情報に関する注記）

　１株当たり純資産額 1,031円83銭

　１株当たり当期純利益 142円25銭
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連結計算書類に係る会計監査人の監査報告

独立監査人の監査報告書

2020年２月26日

高橋カーテンウォール工業株式会社

　取締役会 御中

八重洲監査法人

代 表 社 員
業務執行社員

　公認会計士 齋 藤 勉 ㊞

業務執行社員　公認会計士 山 田 英 二 ㊞

　当監査法人は、会社法第444条第４項の規定に基づき、高橋カーテンウォール

工業株式会社の2019年１月１日から2019年12月31日までの連結会計年度の連結計

算書類、すなわち、連結貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算

書及び連結注記表について監査を行った。

連結計算書類に対する経営者の責任

　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準

に準拠して連結計算書類を作成し適正に表示することにある。これには、不正又

は誤謬による重要な虚偽表示のない連結計算書類を作成し適正に表示するために

経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。
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監査人の責任

　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した監査に基づいて、独立の立場から

連結計算書類に対する意見を表明することにある。当監査法人は、我が国におい

て一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準

は、当監査法人に連結計算書類に重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的

な保証を得るために、監査計画を策定し、これに基づき監査を実施することを求

めている。

　監査においては、連結計算書類の金額及び開示について監査証拠を入手するた

めの手続が実施される。監査手続は、当監査法人の判断により、不正又は誤謬に

よる連結計算書類の重要な虚偽表示のリスクの評価に基づいて選択及び適用され

る。監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではない

が、当監査法人は、リスク評価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を

立案するために、連結計算書類の作成と適正な表示に関連する内部統制を検討す

る。また、監査には、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者

によって行われた見積りの評価も含め全体としての連結計算書類の表示を検討す

ることが含まれる。

　当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判

断している。

監査意見

　当監査法人は、上記の連結計算書類が、我が国において一般に公正妥当と認め

られる企業会計の基準に準拠して、高橋カーテンウォール工業株式会社及び連結

子会社からなる企業集団の当該連結計算書類に係る期間の財産及び損益の状況を

すべての重要な点において適正に表示しているものと認める。

利害関係

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記

載すべき利害関係はない。

以 上
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計算書類に係る会計監査人の監査報告

独立監査人の監査報告書

2020年２月26日

高橋カーテンウォール工業株式会社

　取締役会 御中

八重洲監査法人

代 表 社 員
業務執行社員

　公認会計士 齋 藤 勉 ㊞

業務執行社員　公認会計士 山 田 英 二 ㊞

　当監査法人は、会社法第436条第２項第１号の規定に基づき、高橋カーテンウ

ォール工業株式会社の2019年１月１日から2019年12月31日までの第55期事業年度

の計算書類、すなわち、貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び個

別注記表並びにその附属明細書について監査を行った。

計算書類等に対する経営者の責任

　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準

に準拠して計算書類及びその附属明細書を作成し適正に表示することにある。こ

れには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない計算書類及びその附属明細書

を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用

することが含まれる。

― 33 ―

2020年02月26日 11時00分 $FOLDER; 33ページ （Tess 1.50(64) 20181220_01）



監査人の責任

　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した監査に基づいて、独立の立場から

計算書類及びその附属明細書に対する意見を表明することにある。当監査法人

は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行

った。監査の基準は、当監査法人に計算書類及びその附属明細書に重要な虚偽表

示がないかどうかについて合理的な保証を得るために、監査計画を策定し、これ

に基づき監査を実施することを求めている。

　監査においては、計算書類及びその附属明細書の金額及び開示について監査証

拠を入手するための手続が実施される。監査手続は、当監査法人の判断により、

不正又は誤謬による計算書類及びその附属明細書の重要な虚偽表示のリスクの評

価に基づいて選択及び適用される。監査の目的は、内部統制の有効性について意

見表明するためのものではないが、当監査法人は、リスク評価の実施に際して、

状況に応じた適切な監査手続を立案するために、計算書類及びその附属明細書の

作成と適正な表示に関連する内部統制を検討する。また、監査には、経営者が採

用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も

含め全体としての計算書類及びその附属明細書の表示を検討することが含まれ

る。

　当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判

断している。

監査意見

　当監査法人は、上記の計算書類及びその附属明細書が、我が国において一般に

公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、当該計算書類及びその附属明

細書に係る期間の財産及び損益の状況をすべての重要な点において適正に表示し

ているものと認める。

利害関係

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記

載すべき利害関係はない。

以 上
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監査役会の監査報告

監 査 報 告 書

　当監査役会は、2019年１月１日から2019年12月31日までの第55期事業年度の取

締役の職務の執行に関して、各監査役が作成した監査報告書に基づき、審議の上、

本監査報告書を作成し、以下のとおり報告いたします。

１．監査役及び監査役会の監査の方法及びその内容

　(1) 監査役会は、当事業年度の監査方針、監査計画等を定め、各監査役から監

査の実施状況及び結果について報告を受けるほか、取締役等及び会計監査人

からその職務の執行状況について報告を受け、必要に応じて説明を求めまし

た。

　(2) 各監査役は、監査役会が定めた監査役監査の基準に準拠し、当事業年度の

監査方針、監査計画等に従い、取締役、内部監査部門その他の使用人等と意

思疎通を図り、情報の収集及び監査の環境の整備に努めるとともに、以下の

方法で監査を実施しました。

① 取締役会その他重要な会議に出席し、取締役及び使用人等からその職務

の執行状況について報告を受け、必要に応じて説明を求め、重要な決裁書

類等を閲覧し、本社及び主要な事業所において業務及び財産の状況を調査

いたしました。また、子会社については子会社の取締役及び監査役等と意

思疎通及び情報の交換を図り、必要に応じて子会社から事業の報告を受け

ました。

② 事業報告に記載されている取締役の職務の執行が法令及び定款に適合す

ることを確保するための体制その他株式会社及びその子会社から成る企業

集団の業務の適正を確保するために必要なものとして会社法施行規則第100

条第１項及び第３項に定める体制の整備に関する取締役会決議の内容及び

当該決議に基づき整備されている体制（内部統制システム）について、取

締役及び使用人等からその構築及び運用の状況について定期的に報告を受

け、必要に応じて説明を求め、意見を表明いたしました。

③ 会計監査人が独立の立場を保持し、かつ、適正な監査を実施しているか

を監視及び検証するとともに、会計監査人からその職務の執行状況につい

て報告を受け、必要に応じて説明を求めました。また、会計監査人から

「職務の遂行が適正に行われることを確保するための体制」（会社計算規則

第131条各号に掲げる事項）を「監査に関する品質管理基準」（平成17年10

月28日企業会計審議会）等に従って整備している旨の通知を受け、必要に

応じて説明を求めました。
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　以上の方法に基づき、当該事業年度に係る事業報告及びその附属明細書、計算

書類（貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び個別注記表）及びそ

の附属明細書並びに連結計算書類（連結貸借対照表、連結損益計算書、連結株主

資本等変動計算書及び連結注記表）について検討いたしました。

２．監査の結果

　(1) 事業報告等の監査結果

① 事業報告及びその附属明細書は、法令及び定款に従い、会社の状況を正

しく示しているものと認めます。

② 取締役の職務執行に関する不正の行為又は法令もしくは定款に違反する

重大な事実は認められません。

③ 内部統制システムに関する取締役会決議の内容は相当であると認めます。

また、当該内部統制システムに関する事業報告の記載内容及び取締役の職

務の執行についても、指摘すべき事項は認められません。

　(2) 計算書類及びその附属明細書の監査結果

　会計監査人八重洲監査法人の監査の方法及び結果は相当であると認めます。

　(3) 連結計算書類の監査結果

　会計監査人八重洲監査法人の監査の方法及び結果は相当であると認めます。

2020年３月２日

高橋カーテンウォール工業株式会社 監査役会

常勤監査役(社外監査役) 中 西 博 之 ㊞

社 外 監 査 役 中 川 康 生 ㊞

社 外 監 査 役 吉　見 芳 彦 ㊞

以 上
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株主総会参考書類
　

第１号議案　剰余金の処分の件

　剰余金の処分につきましては、以下のとおりといたしたいと存じます。

　 期末配当に関する事項

　第55期の期末配当につきましては、当期の業績ならびに今後の事業展開等を

勘案いたしまして、以下のとおりといたしたいと存じます。

　 (1) 配当財産の種類

　 金銭といたします。

　 (2) 配当財産の割当てに関する事項およびその総額

　 当社普通株式１株につき金15円といたしたいと存じます。

　 なお、この場合の配当総額は131,027,955円となります。

　 (3) 剰余金の配当が効力を生じる日

　 2020年３月30日といたしたいと存じます。
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第２号議案　取締役３名選任の件

　取締役全員（３名）は本総会終結の時をもって任期満了となります。つきましては、

取締役３名の選任をお願いするものであります。

　取締役候補者は次のとおりであります。

候補者

番 号

氏
フ リ ガ ナ

名

(生 年 月 日)
略歴、地位、担当及び重要な兼職の状況

所有する当社

株式の数

１
高
タカ

　 橋
ハシ

　 武
タケ

　 治
ハル

(1972年12月９日生)

2000年４月 当社入社

経営企画室

株

2003年３月 取締役経営企画室長就任

1,555,147

2004年２月 常務取締役経営企画室長就任

2004年５月 代表取締役社長就任（現任）

（重要な兼職の状況）

　中華人民共和国大連高連幕墻有限公司副董事長

　㈱タカハシテクノ代表取締役

２
手
テ

　 塚
ヅカ

　 武
タケシ

(1951年９月15日生)

1973年４月 当社入社 株

1989年４月 工事部長

16,200

1990年３月 取締役工事部長就任

1998年３月 常務取締役購買部長兼設計部長就任

2001年４月 専務取締役生産本部長兼購買部長兼設

計部長就任

2018年６月 専務取締役生産本部長兼工務部長兼ス

パジオ事業部長就任

2019年１月 専務取締役スパジオ事業部長・アクア

施設部担当役員就任（現任）

（重要な兼職の状況）

　中華人民共和国大連高連幕墻有限公司総経理

３

※

小
コ

　 出
イデ

　 斉
ヒトシ

(1969年６月15日生)

1993年４月 三菱重工業株式会社入社 　株

2003年７月 Ａ.Ｔ.カーニー株式会社入社

20,000

2007年８月 株式会社ボストンコンサルティンググ

ループ プロジェクトリーダー

2010年４月 株式会社イーブックイニシアティブジ

ャパン 代表取締役社長就任

2019年５月 ＫＤパートナーズ合同会社設立、代表

就任（現任）

（重要な兼職の状況）

　ＫＤパートナーズ合同会社代表

（注)１．※は新任の取締役候補者であります。
２．各候補者と当社との間に特別の利害関係はありません。
３．小出斉氏は、社外取締役候補者であります。
４．小出斉氏を社外取締役候補者とした理由は、幅広い分野において培った経験と企業経営者

としての豊富な知識を有しており、当社の経営に対して有益なご意見やご指導をいただけ
ると判断したため、選任をお願いするものであります。また、小出斉氏が取締役に就任し
た場合、当社は東京証券取引所の定めに基づく独立役員として指定する予定であります。

５．当社は、社外取締役候補者である小出斉氏の選任が承認された場合、期待された役割を十
分に発揮出来るよう、同氏との間で会社法第427条第１項及び定款第29条の規定に基づき、
同法第423条第１項の損害賠償責任を限定する契約を締結する予定であります。当該契約に
おける損害賠償責任の限度額は、同法第425条第１項に定める最低責任額としております。
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第３号議案　退任取締役に対し退職慰労金贈呈の件

　本総会終結の時をもって退任される取締役高橋敏男氏に対し、当社再建時の功労と

在任中の労に報いるため、役員退職慰労金規程の基準に従った慰労金と同規程に基づ

き加算される功労金１億95百万円及び特別功労金１億95百万円を贈呈することとし、

その具体的な金額、時期、方法等は取締役会にご一任願いたいと存じます。

　退任取締役高橋敏男氏の略歴は次のとおりです。

氏
フ リ ガ ナ

名 略歴

高
タカ

　 橋
ハシ

　 敏
トシ

　 男
オ

1971年４月 取締役就任

1979年４月 常務取締役就任

1981年６月 専務取締役就任

2004年５月 代表取締役会長就任

2016年３月 取締役会長就任（現任）

以 上
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株 主 総 会 会 場 ご 案 内 図
　

会 場 昭和薬貿ビル（２階）

〒103－0023 東京都中央区日本橋本町三丁目４番18号

電 話 03（3279）1300
　

交通のご案内

　 ＪＲ総武線新日本橋駅より徒歩約３分

　 地下鉄銀座線三越前駅より徒歩約５分

2020年02月26日 11時00分 $FOLDER; 40ページ （Tess 1.50(64) 20181220_01）


